
１．研究の背景
・東京一極集中と地方の人口流出

1950年代以降の人口移動の動向では、東京圏は、バブル経済崩壊後の

一時期を除いて転入超過が続いており、2018年では日本の人口の29％を

占める約3,700万人が集中している（総務省，2018；国土交通省，2023）。

政府や自治体は、地方創生の政策パッケージ※１を推進しているが、東京

一極集中と地方の人口流出は是正されていない。

今回調査地とした栃木県も、東京一極集中と地方の人口流出の潮流の中

にある。栃木県の人口減少の原因の一つは「転出超過」である。たとえば、

2019年１年間の栃木県と他都道府県間の移動状況（日本人）は、全体で 

3,518人の転出超過となっている。茨城県や東北地方などから栃木県への

転入は1,483人である一方、栃木県からは東京圏（東京・埼玉・千葉・神

奈川）を中心に5,001人の転出超過である（栃木県，2020）。特に、栃木県

の人口流出は20代前半など若い世代で顕著である。これは、高校卒業後、

進学や就職などの理由で東京圏を中心とする県外に若者が転出するためで

ある。たとえば、2022年では、栃木県内の高校卒業者のうち大学等への

進学者における県内残留（地元大学・短大への進学）率は27.83％であり（図
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１a）、栃木県内の就職者における県内残留率は79.1％であるが（図１b）、

県内の大学・短大新卒者に限れば就職した者における県内残留（地元での

就職）率は、44.8％となる（栃木県，2020）。

※１「地方創生まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２次安倍改造内閣，2014）」、
「デジタル田園都市国家構想（第２次岸田内閣，2022）」などがある。栃木県では、
「まち・ひと・しごと創生総合戦略（第２期）」の栃木県版『とちぎ創生15戦略』を
推進している。

図１　栃⽊県の新卒者の進路（a）・就職（b）
図図 11  栃栃⽊⽊県県のの新新卒卒者者のの進進路路((aa))・・就就職職((bb))  
    
 
 
 
 
 
 
 

(a) 地元での進学者数の推移                   (b) 地元での就職者数の推移 

 
 

 
【出典】厚⽣労働省「雇⽤動向調査」、⽂部科学省「学校基本調査」 

RESAS 地域経済分析システム - ⼈⼝マップ ‒https://www.resas.go.jp/employ-education-localjob-
academic/?tab=1&level=pref&pref=09&year=2022&category=2&content=local&subCategory=20&gender=0&method=2&lat=35.496456
056584165&lng=140.25146484375003&zoom=7&opacity=0.8（2024 年 3 ⽉ 1 ⽇に利⽤） 

 

【出典】厚⽣労働省「雇⽤動向調査」、⽂部科学省「学校基本調査」
RESAS 地域経済分析システム －⼈⼝マップ－（2024年３⽉１⽇に利⽤）

・場所への愛着

大谷（2013）は、場所と個人の情動的つながりは万人に身近な現象で

あり、かつアイデンティティの形成と維持に関わるクリティカルなテーマ

であるとしている。わたしたちは、家や地域など特定の場所を決めて、そ

こに住まう。居住場所は生活の拠点であり、ヒトにとって特別な意味をも

つ。ヒトが場所に抱く感情的なつながりや愛着の研究は、社会学、地理

学、建築学、公共政策学、哲学、心理学など広範な領域で行われている。

園田（2002）は、人間の住区への愛着に関する諸領域の研究を展望して、

場所への愛着（Place attachment/attachment to place）の基本的な定義に

「個人と場所との間の肯定的で感情的なつながり」という共通項を見出し、
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その基本的な効果として「心地よさや安心感が育まれること」を挙げてい

る。また近年では、居住地域にrestorativeness（ストレスからの回復や癒

し）を感じたり地域で回復体験をしたりすることが、地域への愛着に強く

関連することも報告されている（芝田，2023）。

・サードスペース（第三の場所）

Oldenburg, R.（1989）は、第一の場所（ファースト・プレイス）であ

る家庭でもなく、第二の場所（セカンド・プレイス）である学校や職場で

もない、人々が集い、つながるコミュニティの基盤となる居場所を第三の

場所（サード・プレイス）として提唱した。Putnum（2000）は、サード

プレイスの衰退を、近年の米国コミュニティにおける社会関係資本（ソー

シャル・キャピタル）減少の象徴として指摘してアメリカ社会に広く大き

な反響を呼んだ。たとえば、コーヒーチェーンStarbucks Corporationは、

自社の店舗を自宅でも職場でもない第三のリラックスできる場所として

「サードプレイス」と位置付けている。

・研究の目的

今回調査の目的は、若年層の人口流出における心理的要因分析のための

予備調査として、大学生の近隣地域への住民意識（愛着感）とサードプレ

イス（自宅・学校以外の地域での居場所）の関連、および大学卒業後の居

住傾向に関する知見を得ることである。調査対象となった私立大学は、全

国的な人口急減・超高齢化の潮流の中で、若者人口が地元を離れ東京圏へ

転出していく地域に所在する。また、調査時期の2022 ・2023年度は、新

型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19）の５類移行※２の前後にあた

る。そのため、分析結果については調査対象の地域性および時期の影響に

ついても検討したい。

※２　2023年（令和５）年５月８日より、新型コロナウイルス感染症の感染法上の
位置付けがいわゆる２類相当から「５類感染症」に変更された。感染対策も「法律
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に基づき行政がさまざまな要請・関与していく仕組み」から「国民の主体的な選択
を尊重し、個人や事業者の判断に委ねる」仕組みへ、「基本的対処方針や業種別ガ
イドラインによる感染対策」については「基本的対処方針等は廃止。行政は個人や
事業者の判断に資する情報を提供」するものに移行した（厚生労働省，2023）。

２．方法
（１）調査概要

[調査時期]

・2022年度　2022年７月28日〜８月10日

・2023年度　2023年６月29日〜８月３日

2022・2023年度の上記期間に２回実施した。2022年度はCOVID-19の第

７波の時期にあたり、2023年度の調査は、感染法上の位置付けが５類感

染症に変更された翌月にあたる。５類移行当時、COVID-19の流行は全国

的に収まっていたが、2023年度の調査時期には九州・沖縄地方から再び

流行が北上していた。この時期の感染拡大は、第７波（2022年８月）、第

８波（2023年１月）と同様に休暇後に拡大の傾向を示し、特に20歳未満

の増加が顕著であった（永井・大林，2023）。

[調査対象]

栃木県所在の私立大学に在籍する19〜22歳の健常な大学生346名（有効

回答数346名）を対象とした。性別と年齢の内訳※３は下記の通りである。

・2022年度　120名（男性83名　男性37名）平均20.2歳

・2023年度　226名（男性135名　男性91名）平均19.9歳

※３　性別（１．男性　２．女性　３．回答しない）は、選択肢３の回答は無かっ
た。年齢（１．19歳　２．20歳　３．21歳　４．22歳以上）は、選択肢４に回答
した2022年度５名、2023年度８名を22歳として、平均年齢を算出した。

[調査内容]

質問紙調査の内容は、下記の通りであった。

・個人属性（年齢、性別、進路の希望、居住形態、等）：12項目

・近隣地域への住民意識尺度（５件法）：30項目
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　（内訳）

　「近隣地域に関する愛着感評定尺度」（丸山ら，1995）：20項目

　予備調査による調査対象を大学生と想定した追加項目：10項目

・�居場所について（主な居場所、好きな場所、サードプレイスについ

て、等）：サードプレイスについては、現在自分が利用している場所

の利用頻度、所在地、移動手段、含まれる及び期待する要素について

自由記述を含めて回答をもとめた。

[調査の手続きと倫理的配慮]

調査は、全学部共通の心理学科目の授業後に担当教員より依頼された。

調査依頼にあたり、調査目的、データの利用および公開方法、回答は任意

で無記名式であること、調査対象者の個人を特定する情報は扱わないこと

などについて口頭説明の上、オンライン調査で収集された。

３．結果
（１）「近隣地域への住民意識」評価尺度の因子分析結果

試作した尺度30項目の因子的妥当性を検討するため、346名に実施した

データを用いて因子分析（主因子法Varimax回転）を行った。適合度基準

による推定（BIC推定）により２因子構造を妥当として抽出した。抽出さ

れた２因子25項目の分散は全分散の30.0％であった。それぞれ得点が高い

ほど、各要因への意識が高いことが示される。

第１因子は、【主体的な住民意識（Cronbach’s α=.89）】である。第１因

子は、「この街はわたしの生きがいだ」、「この街の全国的な知名度を上げた

い」、「街を良くするための会合やボランティアがあれば参加したい」、「若

い人がこの街を去っていくのは残念だ」、「この街の歴史や文化に興味があ

る」、「街に学校や職場以外の知り合いがたくさんいる」等、いわゆる地域

への愛着、地域への主体的な住民意識に関する15項目の構成となった。

第２因子は、【非永続的な住民意識（仮住まい感）（Cronbach’s α=.72）】

である。第２因子は、「『あなたの街』と言われてもピンとこない」、「こ
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の街はわたしの本拠地とは言えない」、「近所の評判よりもSNS上のつなが

りが重要だ」などのほか、「引っ越してしまえば、再びこの街に来たいと

は思わない」、「この街には、学校や職場があるというだけで住んでいる」

等、自己と場所の長期的な関係性、時間軸を含んだ地域への愛着感から構

成されたことから、地域への永住または非永住（仮住まい感）のような住

民意識に関する10項目となった。

表１　地域住⺠意識の因⼦分析結果Table 1 地域住⺠意識の因⼦分析結果

主主体体的的なな住住⺠⺠意意識識（（CCrroonnbbaacchh''ss  αα==..8899）） F1 F2

Q12 この街はわたしの⽣き甲斐だ 00..770000 -0.260
Q27 この街の全国的な知名度を上げたい 00..668800 -0.210
Q13 この街はわたしの⾝体の⼀部のようなものだ 00..667700 -0.200
Q25 この街を良くするために役に⽴ちたい 00..667700 -0.180
Q28  街を良くするための会合やボランティアがあれば参加したい 00..663300 -0.120
Q30 どこにいてもこの街のことを思うだろう 00..663300 -0.320
Q02 わたしの街を悪く⾔う⼈は許せない 00..661100 -0.190
Q26 「街の⼈気者」「地元の有⼒者」のような存在になりたい 00..557700 -0.010
Q15 「わたしたち」というと，⾃分とこの街の⼈々が頭に浮かんでくる 00..556600 -0.050
Q03 若い⼈がこの街を去っていくのは残念だ 00..555500 -0.160
Q23 この街の歴史や⽂化に興味がある 00..555500 -0.170
Q04 ⾃分の街を描いた絵や写真があれば取っておく 00..550000 -0.140
Q22  街に学校や職場以外の知り合いがたくさんいる 00..443300 -0.070
Q20 街の景観の急激な変化には耐えられない 00..441100 -0.100
Q08 「近所のよしみで」と⾔われると断れない 00..335500 -0.040

永永続続的的なな住住⺠⺠意意識識のの⽋⽋如如（（CCrroonnbbaacchh''ss  αα==..7722））

Q19 「あなたの街」と⾔われてもピンとこない -0.260 00..665500
Q09 引っ越してしまえば，再びこの町に遊びに来たいとは思わない -0.180 00..559900
Q11 この街はわたしの本拠地とは⾔えない -0.250 00..558800
Q21 この街には，学校や職場があるという理由だけで住んでいる -0.130 00..556600
Q17 同じ街でも⽤のない場所には興味がない -0.240 00..446600
Q07 町内に住んでいても，知らない⼈はよそ者同様だ -0.240 00..444400
Q18 町内に有名⼈がいても⾃分には関係ない -0.250 00..339900
Q24 近所の評判よりもSNS上のつながりが重要だ 0.070 00..336600
Q14 街全体について考える機会はあまりない -0.200 00..333300
Q05 時代とともに街並みも変わって当然だ -0.150 00..331100

SS loadings 5.82 3.14
Proportion Var 0.19 0.10
Cumulative Var 0.19 0.30
Proportion Explained 0.65 0.35
Cumulative Proportion 0.65 1.00
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（２）調査年度と個人属性の関連について

調査年度（2022 ・2023年度）における大学生の近隣地域への住民意識

について、個人属性別の平均値とSD値を図２〜10に示した。

図２　大学生の近隣地域への意識（年齢）

図３　大学生の近隣地域への意識（居住形態）

図４　大学生の近隣地域への意識（通学方法）
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図５　大学生の近隣地域への意識（進路希望）

図６　大学生の近隣地域への意識（卒業後の居住希望）

図７　大学生の近隣地域への意識（出身地）
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図８　大学生の近隣地域への意識（自宅環境への満足度）

図９　大学生の近隣地域への意識（学校環境への満足度）

図10　大学生の近隣地域への意識（サードプレイスの有無）

大学生の「近隣地域への住民意識」と「調査年度」および「個人属性」

との関連を検討するため、調査年度（2022 ・2023年度）と個人属性12項

目を要因とした二要因分散分析をおこなった。表２に第１因子「主体的な

住民意識」、表３に第２因子「非永続的な住民意識」の結果を示した。

主な結果では、まず、「性別」では主体的住民意識、非永続的住民意識
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ともに有意差はなかった。図３「居住形態」では、家族と同居する学生は

独居（一人暮らし）の学生よりも有意に近隣地域への主体的住民意識が高

く、非永続的住民意識が低かった。図４「通学方法」が徒歩・自転車の学

生では、電車・自家用車の学生よりも主体的住民意識が低い有意傾向が認

められた。理由としては、徒歩・自転車通学の学生は寮・アパートなど大

学近距離に居住する大学入学時からの転入者が多いことが考えられた。

図６「卒業後の居住希望地」では、卒業後の進路に合わせて「日本全国」

どこにでも行くと回答した学生は、県内、市内、実家からの通勤圏内での

居住を希望する学生に比べて、有意に主体的住民意識が低く、非永続的住

民意識が高かった。大学卒業後の進路の地元志向によって、近隣地域への

主体的および永続的な住民意識や愛着に差異があることが示された。図８

「生活環境（自宅）」と図９「生活環境（学校）」では、現在の生活環境に

満足している学生ほどおおむね有意に主体的住民意識が高く、非永続的住

民意識が低いことが示された。

一方、現在の生活で「もっとも長くいる場所」および「もっとも居心地

の良い場所」は、回答の偏りのため分析から除外した。今回調査対象と

なった大学生が「もっとも長くいる場所」は2022年度では64％（122名中

78名）、2023年度では60％（227名中136名）、「もっとも居心地の良い場所」

は2022年度では85％（120名中102名）、2023年度では93％（225名中210名）

が、いずれも「自宅」と回答していた。2023年度は５類感染症移行後に

あたるが、外出自粛などの期間を経て自宅を中心とした生活の環境が定着

したことも背景にあるだろう。現時点でも大学生の生活場所の中心は自宅

であり、また、自宅がもっとも居心地の良い居場所である結果となった。

さいごに、図10「サードプレイスの有無」では、「主体的住民意識」に

おいて、個人属性要因の主効果が認められ、自宅と学校以外に近隣地域に

快適に過ごせる第３の場所がある、サードプレイスをもっている大学生

では、主体的な住民意識が有意に高いことが示された（F[1, 345]=10.80, 

p<0.01）。年度／５類移行要因の主効果、および交互作用は認められな

274

平　田　乃　美



かった。「非永続的な住民意識」においては、個人属性要因の主効果が認

められ、サードプレイスの有る大学生は無い学生に比べて非永続的な住民

意識が有意に低い（F[1, 345]=10.01, p<0.01）、つまり近隣地域に対する

永続的な愛着や住民意識が高いことが明らかになった。また、年度／５類

移行要因の主効果が認められ、サードプレイスの有無に関わらず、2022

年度に比べて2023年度では大学生の近隣地域への非永続的な住民意識が

高まっていることが示されている。

表２　第１因⼦「主体的な住⺠意識」と個⼈属性の⼆要因分散分析結果
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表３　第２因⼦「⾮永続的な住⺠意識」と個⼈属性の⼆要因分散分析結果

３．まとめ
地方創生の政策パッケージでは、地方への人の流れを生み出す「関係人

口」の創出・拡大の促進事業を推進している。関係人口（内閣府地方創生

推進室、総務省）とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交

流人口」でもない、観光以上移住未満の人をいう。政府のモデル事業の中

には、受け入れによって地域側が活力を得るだけでなく、関係人口側と

なった大学生が地域の人々との協働を通してサードプレイスを得たなどの
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成果も報告されている（たとえば、鳥取県鳥取市、秋田県）。

今回調査では、大学生の近隣地域への住民意識（愛着感）と個人属性、

サードプレイス（自宅・学校以外の地域での居場所）の有無などとの関連

を検討した。結果では、大学生の近隣地域への主体的・非永続的住民意識

と複数の個人属性に関連が見出された。特に、サードプレイスをもつ大学

生では現在居住している近隣地域に住民として主体的また長期的な帰属、

愛着意識が高いことが示唆され、若者の「地域での居場所作り」の重要性

が示唆された。また、大学卒業後、日本全国に進路を広げようとする学生

では、地元志向の学生に比べて現在居住する地域への愛着や関心が低かっ

た。これは自然なことだろう。地方の地域社会にとって若者の人口流出は

深刻な課題であるが、青年期の自由や挑戦もまた尊重されるべきものであ

る。地元志向でない若者と地域が、関係人口をはじめ、ゆるくとも長くつ

ながり続けられる多様な関わり方の創生が今後一層重要になるだろう。
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